
長浜市におけるUPZ内から避難先施設までの主な経路
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なが はま し

甲賀市

 滋賀県及び長浜市は、警戒事態で災害警戒本部を設置し、施設敷地緊急事態で災害対策本部に移行。

 滋賀県は住民の一時移転等に備え、滋賀県ﾊﾞｽ協会に緊急時における輸送力確保の協力協定に基づき、ﾊﾞｽの派遣準備を要請。

 長浜市は、職員配置表や職員の行動ﾏﾆｭｱﾙ等に基づき、一時移転等の対象となる各地区に職員を配置。

 市内、県内避難を優先的に検討し、自然災害等により県内での受入れが困難な場合は県外に避難。

 地区毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等により避難経路が使用できない場合は、他のﾙｰﾄにより避難を実施。

【凡例】

避難中継所（避難退域時検査場所）候補地

広域避難先(代替避難先)

（大阪市他25市町村）

長浜市

草津市

東近江市

30km 5km
PAZUPZ

【主な県外避難経路】
国道303号→国道8号→北陸自動車道
（小谷城SIC）→名神高速道路→京滋
バイパス→第二京阪道路→近畿道→
阪和道→堺泉北道路（綾園出口）→国
道26号

【長浜市内の避難経路】
・国道365号
・国道８号
・湖岸道路
・北陸自動車道 等

【長浜市外の主な避難経路】
国道303号→国道8号→北陸自動車道
（木之本IC）→名神高速道路（八日市IC）

高島市におけるUPZ内から避難先施設までの主な経路
たか しま し
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広域避難先(代替避難先）

（大阪市他17市町）

【凡例】

避難中継所（避難退域時検査場所）候補地

高島市

30km

5km
PAZ

UPZ

大津市

 滋賀県及び高島市は、警戒事態で災害警戒本部を設置し、施設敷地緊急事態で災害対策本部に移行。
 滋賀県は住民の一時移転等に備え、滋賀県ﾊﾞｽ協会に緊急時における輸送力確保の協力協定に基づき、ﾊﾞｽの派

遣準備を要請。
 高島市は、職員配置表や職員の行動ﾏﾆｭｱﾙ等に基づき、一時移転等の対象となる各地区に職員を配置。
 市内、県内避難を優先的に検討し、自然災害等により県内での受入れが困難な場合は県外に避難。
 地区毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等により避難経路が使用できない場合は、他のﾙｰﾄにより避難を実

施。

【主な県外避難経路】
国道161号→名神高速道路→第二京阪
道路→府道15号

【高島市内の避難経路】
・国道161号
・国道367号 等

【大津市への主な避難経路】
国道161号



自然災害等により孤立した場合の対応（滋賀県）

 UPZ内では全面緊急事態となった場合、屋内退避を行う。その後、住民避難等の指示が出た場合には、一時移転等を実施。
 長浜市内・高島市内のUPZにおいて自然災害の発生等により孤立するおそれが高く、避難にあたり道路が使用できないよう

な場合には、空路での避難体制が整うまで屋内退避を継続し、避難体制が十分に整った段階で一時移転等を実施。
 家屋で屋内退避ができない場合は、一時集合場所や集会所等で屋内退避を行う。一時集合場所や集会所等には、屋内退

避が長期化したときの生活用品等の備蓄を実施。
 道路管理者等は、孤立した地区の避難路を優先して、迅速かつ的確な道路啓開、仮設等の応急復旧を行い､早期の道路交

通の確保に努める。
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＜凡例＞

：集会所（集合予定人数）

Ｈ ：ヘリポート適地等

：一時集合場所（集合予定人数）

旧マキノ北小学校
在原分校
（４２人）

高島市高島市

Ｈ

旧マキノ北小学校
在原分校グラウンド

例：高島市マキノ町在原

たかしましながはまし

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合など、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊 ）が必要に応じ支援を実施
84

中河内集会所
（３１人）

長浜市長浜市

例：長浜市余呉町中河内

余呉高原リゾートＹＡＰ

Ｈ

 在宅の避難行動要支援者及び同居者並びに屋内退避や避難に協力してくれる支援者に対し、電話、音声告知放
送、ＴＶ、広報車、インターネット等を用いて情報提供を行い、在宅の避難行動要支援者の屋内退避・一時移転等を
実施。

 支援者の同行により、地域住民と一緒に避難できる在宅の避難行動要支援者は、一時移転等が必要となった際に
は、揖斐川町が準備した福祉避難所等に一時移転等を行う。

 支援者のいない者については、今後支援者を確保していく。また、支援者を確保できない場合においても、揖斐川
町職員、自治会、消防職員・団員等の協力により屋内退避・一時移転等ができる体制を整備。

町名 UPZ内（人）

揖斐川町 ７（７）

岐阜県のUPZ内における在宅の避難行動要支援者の防護措置

UPZ 内の在宅の避難行動要支援者数

同居者・支援者

揖斐川町職員
・消防団員等

連絡等

協力在宅避難行動
要支援者

屋内退避

音声告知放送、ＴＶ、広報車、インターネット
等による情報提供

揖斐川町災害対策本部等

一時移転等

移動避難先 福祉避難所等
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いびがわちょう

※1 （ ）内は支援者あり
※2 令和２年４月１日現在



岐阜県におけるUPZ内の一般住民の防護措置

 国の原子力災害対策本部は、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果に基づき、OIL１に該当すると特定された区域
及びOIL２に該当すると特定された区域に対し一時移転等を指示。

 国の原子力災害対策本部の指示に基づき、揖斐川町災害対策本部等より、電話、音声告知放送、Ｔ
Ｖ、広報車、インターネット等を用いて一時移転等の指示を伝達。

 当該住民は避難計画で定めている避難先へ一時移転等を実施。
 岐阜県では、一時移転は原則自家用車で行うが、自家用車で避難できない住民は、揖斐川町災害

対策本部等が準備する町公用車で行い、車両が不足する場合は岐阜県と岐阜県バス協会との緊
急・救援輸送に関する協定に基づく派遣ﾊﾞｽにより避難を行う。

＜UPZ内の避難先＞

揖斐川町災害対策本部等
一時移転等の指示

屋内退避

一時移転等対象者

徒歩等

町公用車及び派遣バス

避難所

一時集結所

住民
町名 県内避難先 県外避難先

揖斐川町
49人

揖斐川町内・（美濃市） ― ―
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いびがわちょう

避難経由所

※自家用車で
避難可能な者
は、自家用車
により避難

バス又は徒歩

※ 町内避難の場合は避難経由所を設置せず避難所へ避難

※ 令和２年４月１日時点

※（ ）内は代替避難先。なお、避難先施設が被災等のやむを得ない事情により、
事前に定めた人数での受入ができない場合は、岐阜県において避難先の調整を行う。

UPZ

PAZ

揖斐川町におけるUPZ内から避難先施設までの主な経路
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 あらかじめ避難経路を設定。自然災害等により避難経路が使用できない場合は、他のﾙｰﾄを活用し
避難を実施。

県外避難なし

主な避難経路（美濃市）
国道303号→国道157号
→県道78号→県道91号
→県道79号→国道256号
→県道79号→県道94号

主な避難経路（揖斐川町内）
国道303号

い び がわ ちょう

【避難先(県内避難）】
揖斐川町

＜坂内川上＞
揖斐川町内、（美濃市）

30km

5km

揖斐川町

美濃市

（ ）内は代替避難先



自然災害等により孤立した場合の対応（岐阜県）

 UPZ内では全面緊急事態となった場合、屋内退避を行う。その後、住民避難等の指示が出た場合には、一時移転等を実施。
 UPZ内の中山間地域については、自然災害の発生等により、道路が使用できず住民が孤立した場合は、空路での避難体制

が整うまでは、放射線防護対策施設にて屋内退避を実施し、避難体制が十分に整った段階で一時移転等を実施。
 また、道路管理者等は、孤立した地区の避難路を優先して、迅速かつ的確な道路啓開、仮設等の応急復旧を行い､早期の道

路交通の確保に努める。

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合など、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊 ）が必要に応じ支援を実施

中山間地域 坂内川上地区

：放射線防護対策施設（収容可能者数）

Ｈ ：ヘリポート適地等

＜凡例＞
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川上集会場
放射線防護対策施設

【工事中】
（収容可能者数:80人） Ｈ

遊らんど坂内
駐車場

PAZ

UPZ

暴風雪や大雪時などにおけるUPZ内の防護措置

 暴風雪や大雪時など、気象庁から特別警報等が発令された場合には、外出を控える等

の安全確保を優先する必要があるため、天候が回復するなど、安全が確保されるまでは、

屋内退避を優先。

 その後、天候が回復するなど、安全が確保できた場合には、一時移転等を実施。

住民等

施設敷地緊
急事態

警戒
事態

全面緊急事態

天候回復

徒歩等

＜全面緊急事態で天候が回復した場合＞

バスによる避難

ＵＰＺ外

避難先屋内退避準備

一時集
合場所

自家用車等による避難

自宅等にて屋内退避

OIL基準の超過

暴風雪や大雪時など（気象庁における特別警報等の発令）
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※ 台風等に伴う大雨により、市町から土砂災害や洪水等に係る避難
勧告等が発令された場合には、該当地域の住民は、指定緊急避
難場所等の安全が確保できる場所で屋内退避を実施。


	資料（分割１９／３１）　第7回美浜分科会_③資料2_Part2_Part6.pdf
	資料（分割２０／３１）　第7回美浜分科会_③資料2_Part2_Part7_Part1



